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水 道 事 業 会 計



議案第 30号  

 

   令和４年度西脇市水道事業会計予算  

 

（総則）  

第１条  令和４年度西脇市水道事業会計の予算は、次に定めるところ

による。  

 

（業務の予定量）  

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。  

 ⑴  給水戸数         17,100戸  

 ⑵  年間給水量       3,888,700㎥  

 ⑶  １日平均給水量      10,654㎥  

 ⑷  主要な建設改良事業   

   配水設備工事費      166,000千円  

 

（収益的収入及び支出）  

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。  

 

            収      入              

   第１款  水 道 事 業 収 益 １，１７１，５６７千円     

    第１項  営 業 収 益   ９０９，８２９千円  

    第２項  営 業 外 収 益   ２６１，７３３千円  

    第３項  特 別 利 益         ５千円  

 

            支      出              

   第１款  水 道 事 業 費 用 １，１７１，５６７千円     

    第１項  営 業 費 用 １，１１２，８１３千円  

    第２項  営 業 外 費 用    ５０，３９３千円  

    第３項  特 別 損 失     １，３６１千円  

    第４項  予 備 費     ７，０００千円  

 

（資本的収入及び支出）  

第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本

的収入額が資本的支出額に対し不足する額  357,103千円は、当年度

分消費税資本的収支調整額 16,905千円、過年度分損益勘定留保資金  

  328,785千円及び当年度分損益勘定留保資金 11,413千円で補塡する  

 ものとする。）。  
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            収      入              

  第１款  資 本 的 収 入    ４９，９０２千円  

   第１項  企 業 債    ２２，５００千円   

   第２項  国 庫 補 助 金    ２２，５００千円  

   第３項  負 担 金     ４，９０１千円  

   第４項  固 定 資 産 売 却 代 金         １千円  

 

            支      出              

  第１款  資 本 的 支 出   ４０７，００５千円   

   第１項  建 設 改 良 費   ２２５，８６３千円  

   第２項  企 業 債 償 還 金   １８１，１４１千円  

   第３項  国庫補助金返還金         １千円  

 

（債務負担行為）  

第５条  債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、  

次のとおりと定める。  

 

   事    項      期    間   限  度  額   

上下水道料金等システム  

更新事業  
 令和５年度  26,250千円

 

（企業債）  

第６条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、  

 次のとおりと定める。  

（単位  千円）  

 

起債の目的  限度額  起債の方法 利  率 償還の方法 

水道事業  22,500 

証書貸借

又  は

証券発行

 年 5.0％以内

 ただし、利率

見直し方式で借

り入れる資金に

ついて、利率の

見直しを行った

後においては、

当該見直し後の

利率とする。 

 据置期間５年以内

を含み償還期限35年

以内とし、その他は

借入先の融資条件に

よる。ただし、財政

の都合等により据置

期間及び償還期限を

短縮し、又は繰上償

還若しくは低利に借

り換えることができ

る。 
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（一時借入金）  

第７条  一時借入金の限度額は、  500,000千円と定める。  

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用）  

第８条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、  

次のとおりと定める。  

 ⑴  水道事業費用の各項に計上された予算に過不足を生じた場合に

おける款内各項の金額の流用  

 ⑵  資本的支出の各項に計上された予算に過不足を生じた場合にお

ける款内各項の金額の流用  

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）  

第９条  次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経

費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用す

る場合は、議会の議決を経なければならない。  

 ⑴  職員給与費  44,467千円  

 

 （たな卸資産購入限度額）  

第 10条  たな卸資産購入限度額は、 21,687千円と定める。  

 

 

令和４年２月 25日  

 

西脇市長  片  山  象  三  
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１

２

３

４

５

６

７

前 年 度 予 定 損 益 計 算 書

前 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

予 算 に 関 す る 説 明 書

予 算 の 実 施 計 画

予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

給 与 費 明 細 書

当 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書



収      入
（単位 千円）

1 1,171,567

1 909,829

1 給 水 収 益 906,245

2 負 担 金 2,589

3 995

2 261,733

1 1,662

2 負 担 金 1,048

3 218,411

4 11,935

5 雑 収 益 28,677

3 5

1 1

2 1

3 1

4 2

1,171,567

営業外収益

消 火 栓
負 担 金

1

28,675

1

1,660

1,048

218,411

11,935

906,245

水道事業収益

合　　　　　　計

貸倒引当金
戻 入

引 当 金 戻入 退 職 給 付
引当金戻入

1

1

そ の 他
特 別 利 益

そ の 他
特 別 利 益

1

過 年 度
損 益 修 正益

過年度収益

固 定 資 産
売 却 益

固 定 資 産
売 却 益

特別利益

1

1

貸付金利息

不 用 品
売 却 収 益
そ の 他 の
雑 収 益

下水道等料金徴収事務委託
料ほか

給 水 分 担金

受 取 利 息
及 び
配 当 金

長 期 前 受金
戻 入

有 価 証 券
売 却 収 益

一 般 会 計
負 担 金

１　令 和 ４ 年 度 西 脇 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画
収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 予 定 額
説            明

備     考
区     分 金     額

営業収益

水 道 料 金
西脇地区　3,305,400㎥
黒田庄地区　583,300㎥

そ の 他
営 業 収 益

雑 収 益

手 数 料

材 料 売 却
収 益

設計審査、竣工検査手数料
ほか

2,589

基準内繰入金

長期前受金
戻 入

給水分担金

1

消火栓維持管理費ほか

1

993

1

有 価 証 券
利 息

地方債利息

預 金 利 息 1
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（単位 千円）

1 1,171,567

1 1,112,813

1 395,915

2 80,656

224,774

132

4,533

2,182

1,632

3,946

13,600

57,533

13,169

2,556

656

711

16

説            明
備     考

区     分

水道事業費用

金     額

支      出

款 項 目 予 定 額

手 当 等 期末勤勉手当ほか

営業費用

水道施設管理業務委託料ほ
か

手 数 料 水質検査手数料ほか

雑 費 浄水場下水道使用料ほか

賃 借 料 水源地用地借上料ほか

修 繕 費

ガソリン代

光 熱 水 費

給 水 及 び
配 水 費

給 料 １人

施設修繕費ほか

受 水 費 県水受水費

公 課 費 自動車重量税

材 料 費

建物、自動車保険料

動 力 費 各水源地電力代

施設等修繕用材料費

薬 品 費
次亜塩素、ＰＡＣ、ソーダ
灰ほか

202

100

1

保 険 料

期末手当ほか

社会保険料、雇用保険料ほ
か

法定福利費

委 託 料

通信運搬費 電話、専用回線使用料ほか

被 服 費 作業服

備 消 品 費 水質試験試薬、精製水ほか561

116

215

4,594

71,401

法定福利費
共済組合、退職手当組合負
担金ほか

賞与引当金
繰 入 額

601

2,096

各水源地電灯代

燃 料 費

原 水 及 び
浄 水 費

手 当 等

給 料 １人
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（単位 千円）

3 62,020

法 定 福 利 費
引当金繰入額

119

13

45

300

1

8,131

3,570

1,041

3,690

207

備 消 品 費 消耗品代ほか

賞与引当金
繰 入 額

金     額

5

89

16

715

厚生福利費 互助会費ほか

法定福利費
共済組合、退職手当組合負
担金ほか

法 定 福 利 費
引当金繰入額

補 償 費
水道管破損による浸水被害
補償費

手 当 等 期末勤勉手当ほか

業 務 及 び
総 係 費

給 料 ２人

雑 費

100

水道管賠償責任保険料ほか

材 料 費 修繕工事用材料費

動 力 費 各配水池電力代10,482

1,000

520

23,702

731

3,663

23,335

6,000

印刷製本費

手 数 料 庁用車車検代行手数料ほか

委 託 料
給水戸番図修正業務委託料
ほか

公 課 費 自動車重量税

保 険 料

路面復旧費 修繕工事跡路面復旧費

修 繕 費 配水管漏水修繕費ほか

賃 借 料 配水池用地借上料

款 項 目 予 定 額 備     考
区     分

説            明

工事ファイル印刷代ほか

光 熱 水 費 各配水池電灯代

燃 料 費 ガソリン代

厚生福利費 互助会費

旅 費 研修旅費、普通旅費

被 服 費 作業服

116

305
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（単位 千円）

4 減価 償 却費 568,070

5 資 産 減 耗費 6,150

6 2

62

32被 服 費 作業服

旅 費 研修旅費、普通旅費

1

123

1

1,988

398,071

591

205

600

1,895

849

退職給付費 退職給付引当金繰入額

通信運搬費 郵便、電話代ほか

委 託 料 料金関連業務委託料ほか34,649

食 糧 費 会議時賄費ほか

手 数 料 口座振替手数料ほか

賃 借 料 事務所賃借料

2,093

2,268

11

雑 支 出

固 定 資 産
除 却 費
たな卸資産
減 耗 費

6,000

150

1

1

無形固定資産
減 価 償 却 費

建 物
減価償却費

137,531

2,561

6,275

16,216

備     考
区     分

説            明

報 酬
上下水道事業審議会委員報
酬

雑 費

負 担 金 日本水道協会負担金ほか

備 消 品 費 事務用品、消耗品代

光 熱 水 費 庁内電気、ガス、水道代

印刷製本費 予算、決算書印刷代ほか

金     額
款 項 目 予 定 額

貸倒引当金
繰 入 額

7,416

そ の 他
営 業 費 用

材 料 売 却
原 価

構 築 物
減価償却費
機械及び装置
減 価 償 却 費

車両運搬具
減価償却費
工具、器具及び
備品減価償却費
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（単位 千円）

2 50,393

1 27,893

2 雑 支 出 2,500

3 20,000

3 1,361

1 1

2 1,359

3 1

4 7,000

1 予 備 費 7,000

1,171,567

企業債利息 27,893

7,000

金     額

2,500

20,000

1

1

合　　　　　　計

貸 倒 損 失

貸 倒 れ に
係る消費税

予備費

予 備 費

1

そ の 他
特 別 損 失

そ の 他
特 別 損 失

款 項 目 予 定 額 備     考
区     分

固 定 資 産
売 却 損

固 定 資 産
売 却 損

説            明

そ の 他 の
雑 支 出

特別損失

消費税及び
地方消費税

消 費 税 及び
地 方 消 費税

営業外費用

支 払 利 息
及 び 企 業債
取 扱 諸 費

過 年 度
損 益 修 正損

過年度費用 過年度還付金ほか1,200

158
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（単位 千円）

1 49,902

1 22,500

1 企 業 債 22,500

2 22,500

1 22,500

3 4,901

1 3,150

2 1,751

4 1

1 1

49,902

（単位 千円）

1 407,005

1 225,863

1 166,000

2 委 託 費 45,000

3 営 業 設 備 費 600

4 職 員 費 14,263

2 181,141

1 181,141

3 1

1 1

407,005

基準内繰入金

老朽管更新事業企業債

老朽管更新事業国庫補助金

他 会 計
負 担 金

国 庫 補 助 金

項 目

資本的支出

合　　　　　　計

企業債償還金

企 業 債
償 還 金

予 定 額 備     考

予 定 額

款 項 目

合　　　　　　計

負担金

国 庫 補 助 金
返 還 金

国庫補助金返還金

配 水 設 備
工 事 費

支      出

款

建設改良費

鉛管対策工事、老朽管更新工事ほか

黒田浄水場停電・浸水対策基本・詳細設計業務
委託、老朽管更新実施設計業務委託ほか

メーター布設

資 本 的 収 入 及 び 支 出

備     考

収      入

資本的収入

固定資産売却代金

固 定 資 産
売 却 代 金

企業債

国庫補助金

消 火 栓 新 設
負 担 金

２人
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(単位　千円）

⑴ 業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 △ 21,070

　減価償却費 568,070

　固定資産除却額等 6,002

　退職給付引当金の増減額 △ 1,171

　賞与引当金等の増減額 △ 82

　貸倒引当金の増減額 12

　長期前受金戻入額等 △ 218,412

　受取利息及び受取配当金 △ 1,662

　支払利息 27,893

　未収金の増減額（△は増加） △ 34

　未払金の増減額 18,473

　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 5,363

　その他流動負債の増減額（△は増加） △ 10

　　　小　　計 372,646

　利息及び配当金の受取額 1,662

　利息の支払額 △ 27,893

業務活動によるキャッシュ・フロー 346,415

⑵ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 206,627

　国庫補助金による収入 22,500

　消火栓新設負担金による収入 3,150

　他会計負担金による収入 1,751

　固定資産売却による収入 1

　国庫補助金返還金による支出 △ 1

　未払金の増減額 △ 26,343

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 205,569

⑶ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 22,500

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 181,141

　投資有価証券満期償還による収入 100,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 58,641

資金増加額 82,205

資金期首残高 480,329

資金期末残高 562,534

２　令和４年度西脇市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）
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⑴　総 　 括

33,286

697

298

995

264

743

給　　　　　与　　　　　費

計

（千円）

23,394

10,887

34,281

22,697

10,589

254

9740

給　　料

（千円）

15,220

6,724

21,944

0

△ 23

562

1,738

法定福利費

（千円）

6,823

3,363

10,186

6,344

3,099

9,443

合　　計

（千円）

30,217

14,250

44,467

29,041

13,688

42,729

1,176479

※２　法定福利費には、法定福利費引当金繰入額を含む。

比　較

前年度

本年度

区　分

職
員
手
当
の
内
訳

比　較

※１　期末勤勉手当には、賞与引当金繰入額を含む。

前年度

本年度

区　分
扶 養 手 当 地 域 手 当

時間外勤務
手 当

管理職手当
特 殊 勤 務
手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

876 0 2,160

合　　計 － 6 12,214

資本勘定
支弁職員

－ 2 4,1630

6,470

20,970

4,119

8,074

資本勘定
支弁職員

－ 2
前
年
度

損益勘定
支弁職員

－ 4

合　　計 － 6 12,193

14,500

合　　計 － 0 21

資本勘定
支弁職員

－ 0 44

本
年
度

損益勘定
支弁職員

－ 4 123 8,051

720

123

123

0

123

0

比
　
較

損益勘定
支弁職員

－ 0

特別職 一般職 職員手当

３　　給    与    費    明    細    書

区　　　分

職　員　数

（人）（人）

報　酬

（千円） （千円）

780 0

876 0 2,006 780 0

0 0 154 0 0

期 末 勤 勉
手 当

通 勤 手 当 住 居 手 当 児 童 手 当 退職給付費

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

64 △ 96 0 △ 100 △ 1

7,979 158 0 260 1

7,915 254 0 360 2
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ア　会計年度任用職員以外の職員

0

11,944

9720

合　　計

（千円）

30,042

729

298

法定福利費

（千円）

6,112

3,363

9,475

5,795

3,099

10,887

31,069

19,453

20,182

562

123

0

1,608

8,894

317

264

5811,027

26,294

14,250

40,544

25,248

13,68810,589

38,936

1,046

区　　　分

職　員　数

特別職 一般職

（人）（人）

給　　　　　与　　　　　費

計

（千円）

報　　酬 給　　料 職員手当

（千円） （千円）

合　　計 － 5

資本勘定
支弁職員

－ 2

前
年
度

損益勘定
支弁職員

－ 3

本
年
度

合　　計 － 5

損益勘定
支弁職員

－ 3

資本勘定
支弁職員

－ 2

資本勘定
支弁職員

－ 0

損益勘定
支弁職員

－ 0

合　　計 － 0

職
員
手
当
の
内
訳

区　分
扶 養 手 当 地 域 手 当

時間外勤務
手 当

管理職手当
特 殊 勤 務
手 当

（千円）

比
　
較

（千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 876 0 2,040 780 0

比　較 0 0 154 0

比　較 96 △ 96 0 △ 100 △ 1

前年度 7,371 230 0 360 2

0

前年度 876 0 1,886 780 0

（千円）

本年度 7,467 134 0 260 1

区　分

期 末 勤 勉
手 当

通 勤 手 当 住 居 手 当 児 童 手 当 退職給付費

（千円） （千円） （千円） （千円）

※１　期末勤勉手当には、賞与引当金繰入額を含む。

※２　法定福利費には、法定福利費引当金繰入額を含む。

0

254 44

974 53

（千円）

123

0

12,664 7,395

6,724 4,163

123 19,388 11,558

7,386

6,470 4,119

123 18,414 11,505

0
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イ　会計年度任用職員

24 0

0 0 0 △ 32 0 0

通 勤 手 当 児 童 手 当

0 120 0 512 24 0

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
職
員
手
当
の
内
訳

区　分

本年度

前年度

比　較

0 △ 32

区　　　分

職　員　数 給　　　　　与　　　　　費

△ 32比
　
較

0 120 0 544

地 域 手 当
時間外勤務
手 当

特 殊 勤 務
手 当

期 末 手 当

法定福利費

－ 1 0 2,556 656

損益勘定
支弁職員

3,212 711

合　　計
特別職 一般職 報　　酬 給　　料 職員手当 計

（人）（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

656 3,212 711 3,923－ 1 0 2,556

3,923

前
年
度

損益勘定
支弁職員

－ 1 0 2,556 688

本
年
度

3,244 549 3,793

合　　計 － 1 0 2,556 688 3,244 549 3,793

合　　計

162 130

合　　計 － 0 0 0 △ 32 △ 32 162 130

損益勘定
支弁職員

－ 0 0
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⑵　給料及び職員手当の増減額の明細
ア　会計年度任用職員以外の職員

増減額

（千円）

給　　料 974 220

754 異動による増減

分

       725千円 本 年 度 5 人 0 人 5 人

その他の増減分 前 年 度 5 人 0 人 5 人

        29千円 増　　減 0 人 0 人 0 人

採　　用 1 人 1 人

採用予定 0 人 0 人

職員手当 53 △ 239

292 昇給に伴う増分

        81千円

その他の増減分

       211千円

退　　職

退職予定

職員数の異動状況
（現に在職する職員数）（その他） （計）

採用・退職の状況等（異動を含む。）

その他の増減分

期末勤勉手当の改正

  ６月期　2.225→2.150月分

  12月期　2.225→2.150月分

制度改正に伴う増

減分

その他の増減分

平均昇給率　　　　　　1.15％昇給に伴う増加分

区　　分 説　　明 備　　考
増 減 事 由 別 内 訳

（千円）

-14-



イ　会計年度任用職員

増減額

（千円）

給　　料 0 職員数の異動状況

（現に在職する職員数）（その他）

本 年 度 0 人 1 人 1 人

前 年 度 0 人 1 人 1 人

増　　減 0 人 0 人 0 人

採　　用 0 人 1 人

採用予定 1 人 0 人

職員手当 △ 32 その他の増減分 △ 32 その他の増減分

     △ 32千円

⑶  給料及び職員手当の状況

（計）

高　校　卒 154,900 154,900

大　学　卒 182,200 182,200

　イ　初任給

区　　　分
行　　　政　　　職 一 般 会 計 の 制 度

 (円) 　　　　　　行  政  職　　 （円）

令和３年１月１日現在

 平均給料月額（円） 305,540

 平均給与月額（円） 353,984

 平 均 年 齢 （歳） 41.0

区　　　　　分 行　政　職

令和４年１月１日現在

 平均給料月額（円） 322,280

 平均給与月額（円） 364,957

 平 均 年 齢 （歳） 44.5

　ア　職員１人当たり給与

退職予定

採用・退職の状況等（異動を含む。）

退　　職

区　　分
増 減 事 由 別 内 訳

説　　明 備　　考
（千円）

-15-



８ 級 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

部 長
次 長
課 長
主 幹

課長補佐 主 査 主 任 上級職員 一般職員 そ の 他

(Ａ)

(Ｂ)

(Ｂ)／(Ａ)

(Ａ)

(Ｂ)

(Ｂ)／(Ａ)

0

４号給(人) 4 4

１号給(人)

3 3

0

５号給(人) 0 0

３号給(人) 0 0

４号給(人)

前

年

度

職　 　員　　 数 (人) 5 5

昇給に係る職員数 (人) 4 4

号 給 数 別 内 訳

５号給(人) 0 0

比　　　　　　率 (％) 80.0 80.0

３号給(人)

0 0

２号給(人) 0 0

0

　エ　昇給

区 分 合　　　　　計
代 表 的 な 職 種

行 政 職

本

年

度

職　 　員　　 数 (人) 5 5

昇給に係る職員数 (人) 3 3

号 給 数 別 内 訳

１号給(人) 0 0

２号給(人)

比　　　　　　率 (％) 60.0 60.0

0

計 5 100.0

（級別の基準となる職務）

区　　　分

行　政　職

２　級 1 20.0

１　級 1 20.0

令和３年１月１日現在

８　級   

７　級 1

４　級

３　級

20.0

６　級

５　級 2 40.0

４　級令和４年１月１日現在

８　級  

７　級 1 20.0

６　級 1 20.0

１　級 1 20.0

計 5 100.0

３　級 1 20.0

２　級

　ウ　級別職員数

区　　　分
行　　　政　　　職

級 職 員 数 ( 人 ) 構 成 比 ( ％ )

５　級 1 20.0
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６月（月分）12月（月分）

2.150 2.150

（1.125） （1.125）

2.225 2.225

（1.175） （1.175）

2.150 2.150

（1.125） （1.125）

（　）内は、再任用職員の支給率

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

（月分） （月分） （月分）

　キ　地域手当 ク　特殊勤務手当

備　　　考
（月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

　オ　期末手当・勤勉手当

区　　　　　分
支給期別支給率 支 給 率 計 職制上の段階、職務の

前　　年　　度
4.450

有
（2.350）

本　　年　　度
4.300

有
(2.250)

区　　　　　分
最 高 限 度

その他の加算措置等 備　　　考
（月分）

一般会計の制度
4.300

有
（2.250）

(２～20％加算)

一般会計の制度 24.586875 33.270750 47.709000 47.709000
定年前早期退職特例措置

(２～20％加算)

支　給　率　等 24.586875 33.270750 47.709000 47.709000
定年前早期退職特例措置

支 給 対 象 地 域 西　脇　市 区　　　　　 　分 全　職　種

支 給 率
0

給 料 総 額 に 対 す る 比 率
0.00

(％) (％)

支 給 対 象 職 員 数
0

支 給 対 象 職 員 の 比 率
0.00

(人) (令和４年１月１日現在)(％)

一般会計の制度(支給率)
0

代 表 的 な 特 殊
-

(％) 勤 務 手 当 の 名 称

　ケ　その他の手当

区　　　　　 　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶　 養　 手　 当 同　　じ

住　 居 　手 　当 同　　じ

通　 勤　 手　 当 同　　じ

-17-



（今回議決を要するもの） （単位　千円）

期　間 金　額 期　間 金　額 損益勘定留保資金

上 下 水 道 料 金 等
システム更新事業

26,250 － － 令和５年度 26,250 26,250

４　　債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

事　項 限度額

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支 払
左の財源内訳

義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 義 務 発 生 予 定 額
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１

⑴  

ア 土 地 263,902,464

イ 建 物 474,585,223

減 価 償 却 累 計 額 △ 130,359,570 344,225,653

ウ 構 築 物 19,994,257,566

減 価 償 却 累 計 額 △ 9,593,029,843 10,401,227,723

エ 機 械 及 び 装 置 3,725,032,808

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,784,975,340 940,057,468

オ 車 両 運 搬 具 19,950,264

減 価 償 却 累 計 額 △ 13,200,280 6,749,984

カ 工具、器具及び備品 82,216,938

減 価 償 却 累 計 額 △ 74,981,431 7,235,507

キ 建 設 仮 勘 定 33,037,000

11,996,435,799

⑵　

ア 電 話 加 入 権 424,200

イ 下水道施設利用権 2,939,940

ウ 県水受水施設利用権 48,867,317

52,231,457

⑶　

ア 投 資 有 価 証 券 200,000,000

200,000,000

12,248,667,256

２

⑴ 562,534,403

⑵ 113,164,000

△ 4,050,000 109,114,000

⑶ 14,278,235

⑷ 0

685,926,638

12,934,593,894

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

５　令 和 ４ 年 度 西 脇 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（令和５年３月31日）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計
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（単位　円）

３
⑴  

ア
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 1,199,904,614

1,199,904,614
⑵  

ア 退 職 給 付 引 当 金 41,714,000
41,714,000

1,241,618,614

４
⑴

ア
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 144,062,585

144,062,585
⑵ 127,167,306
⑶ 120,000
⑷

ア 退 職 給 付 引 当 金 0
イ 賞 与 引 当 金 2,505,000
ウ 法 定 福 利 費 引 当 金 497,000

3,002,000
⑸ 85,171

274,437,062

５
⑴ 9,856,379,160
⑵ △ 4,986,132,939

4,870,246,221

6,386,301,897

６
⑴

ア 固 有 資 本 金 301,827,719
イ 出 資 金 2,206,746,381
ウ 組 入 資 本 金 4,258,667,688

6,767,241,788

6,767,241,788

７
⑴　

ア 工 事 負 担 金 59,309,870
イ 受 贈 財 産 評 価 額 7,324,129
ウ そ の 他 資 本 剰 余 金 39,126,381

105,760,380
⑵　

ア 利 益 積 立 金 49,593,339
イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 374,303,510

△ 324,710,171
△ 218,949,791

6,548,291,997
12,934,593,894

資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計

資 本 金
自 己 資 本 金

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

引 当 金

引 当 金 合 計
そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

負　債　の　部

固 定 負 債
企 業 債

企 業 債 合 計
引 当 金

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債

企 業 債 合 計
未 払 金
前 受 金
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注記  

 

１  重要な会計方針  

 ⑴  資産の評価基準及び評価方法  

  ア  有価証券の評価基準及び評価方法  

    満期保有目的債券のため、評価しない。  

  イ  たな卸資産の評価基準及び評価方法  

    たな卸資産は事業用の材料で、重要性に乏しいので、低価法

によらず先入先出法とする。  

 ⑵  固定資産の減価償却の方法  

  ア  有形固定資産（リース資産を除く。）  

   (ア) 減価償却の方法     定額法による。（ただし、量水器  

                については取替法による。）  

   (イ) 主な耐用年数  

     建物          50年  

     構築物         40年  

     機械及び装置      ８～ 15年  

     車両運搬具       ４年  

     工具、器具及び備品   ８～ 15年  

  イ  無形固定資産（リース資産を除く。）  

   (ア) 減価償却の方法     定額法による。  

   (イ) 主な耐用年数  

     県水受水施設利用権   15年  

 ⑶  引当金の計上方法  

  ア  退職給付引当金  

    職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職

手当の要支給額から、兵庫県市町村職員退職手当組合における

積立金相当額を控除した金額を計上している。  

  イ  賞与引当金  

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末

における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上

している。  

  ウ  法定福利費引当金  

    職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担

に属する額を計上している。  

  エ  貸倒引当金  

    債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
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別に回収可能性の検討により、回収不能見込額を計上している。  

 ⑷  消費税及び地方消費税の会計処理  

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。  

 

２  予定貸借対照表等関連  

 ⑴  企業債の償還に係る他会計の負担  

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から

起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が

負担すると見込まれる額は 13,506千円である。  

 ⑵  引当金の取崩し  

  ア  退職給付引当金の取崩し  

令和４年度において、退職手当を支給するため取り崩すと見

込まれる退職給付引当金の額は  1,171千円である。  

  イ  賞与引当金の取崩し  

令和４年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため

取り崩すと見込まれる賞与引当金の額は  2,573千円である。  

  ウ  法定福利費引当金の取崩し  

令和４年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利

費を支出するため取り崩すと見込まれる法定福利費引当金の額

は  511千円である。  

  エ  貸倒引当金の取崩し  

令和４年度において、債権の不納欠損による損失に充てるた

め取り崩すと見込まれる貸倒引当金の額は  1,975千円である。  

 

３  その他の注記  

 ⑴  セグメント区分の廃止  

当年度より、西脇地区水道事業及び黒田庄地区水道事業のセグ

メント区分を廃止し、財務諸表等を作成している。  
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１

⑴　給 水 収 益  828,826,365

⑵ 負 担 金 2,515,000

⑶ そ の 他 営 業 収 益 1,047,730 832,389,095

２

⑴ 原 水 及 び 浄 水 費 363,588,554

⑵ 給 水 及 び 配 水 費 64,017,559

⑶ 業 務 及 び 総 係 費 62,841,744

⑷ 減 価 償 却 費 573,374,000

⑸ 資 産 減 耗 費 7,150,000

⑹ そ の 他 営 業 費 用 3,000 1,070,974,857

238,585,762

３

⑴　受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,164,000

⑵　負 担 金 1,301,000

⑶ 長 期 前 受 金 戻 入 224,208,000

⑷　給 水 分 担 金 11,480,000

⑸　雑 収 益 25,516,456 264,669,456

４

⑴
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

32,249,000

⑵ 雑 支 出 2,767,365 35,016,365 229,653,091

8,932,671

５

⑴ 固 定 資 産 売 却 益 1,000

⑵ 過 年 度 損 益 修 正 益 18,183

⑶ そ の 他 特 別 利 益 1,000

⑷　引 当 金 戻 入 4,000 24,183

６

⑴　固 定 資 産 売 却 損 330

⑵ 過 年 度 損 益 修 正 損 1,770,728

⑶ そ の 他 特 別 損 失 1,910 1,772,968

７

⑴　予 備 費 7,000,000 7,000,000 △ 8,748,785

17,681,456

335,552,033

0

353,233,489

前 年 度 繰 越 欠 損 金

その他未処分利益剰余金変動額

６　令 和 ３ 年 度 西 脇 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書（前年度分）

　　　　　　　　　（令和３年４月１日から令和４年３月31日まで） 　 （単位　円）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 損 失

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

特 別 利 益

特 別 損 失

予 備 費

当 年 度 純 損 失
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１

⑴  

ア 土 地 263,902,464

イ 建 物 474,585,323

減 価 償 却 累 計 額 △ 122,943,570 351,641,753

ウ 構 築 物 19,811,927,133

減 価 償 却 累 計 額 △ 9,194,958,843 10,616,968,290

エ 機 械 及 び 装 置 3,717,224,503

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,647,444,670 1,069,779,833

オ 車 両 運 搬 具 19,927,174

減 価 償 却 累 計 額 △ 10,639,280 9,287,894

カ 工具、器具及び備品 82,204,938

減 価 償 却 累 計 額 △ 68,706,431 13,498,507

キ 建 設 仮 勘 定 22,587,000

12,347,665,741

⑵　

ア 電 話 加 入 権 424,200

イ 下水道施設利用権 2,939,940

ウ 県水受水施設利用権 65,083,317

68,447,457

⑶　

ア 投 資 有 価 証 券 300,000,000

300,000,000

12,716,113,198

２

⑴ 480,329,023

⑵ 113,130,500

△ 4,038,436 109,092,064

⑶ 8,915,338

⑷ 0

598,336,425

13,314,449,623

貯 蔵 品

投 資 そ の 他 の 資 産

投資その他の資産合計

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

７　令 和 ３ 年 度 西 脇 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（令和４年３月31日）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金
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（単位　円）

３
⑴  

ア
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 1,321,468,059

1,321,468,059
⑵  

ア 退 職 給 付 引 当 金 41,714,000
41,714,000

1,363,182,059

４
⑴

ア
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 181,140,140

181,140,140
⑵ 135,037,014
⑶ 130,000
⑷

ア 退 職 給 付 引 当 金 1,171,000
イ 賞 与 引 当 金 2,573,000
ウ 法 定 福 利 費 引 当 金 511,000

4,255,000
⑸ 85,171

320,647,325

５
⑴ 9,828,980,160
⑵ △ 4,767,721,939

5,061,258,221

6,745,087,605

６
⑴

ア 固 有 資 本 金 301,827,719
イ 出 資 金 2,206,746,381
ウ 組 入 資 本 金 4,258,667,688

6,767,241,788

6,767,241,788

７
⑴　

ア 工 事 負 担 金 59,309,870
イ 受 贈 財 産 評 価 額 7,324,129
ウ そ の 他 資 本 剰 余 金 39,126,381

105,760,380
⑵　

ア 利 益 積 立 金 49,593,339
イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 353,233,489

△ 303,640,150
△ 197,879,770

6,569,362,018
13,314,449,623

流 動 負 債
企 業 債

流 動 負 債 合 計

企 業 債 合 計

そ の 他 流 動 負 債

負　債　の　部

固 定 負 債
企 業 債

企 業 債 合 計
引 当 金

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

資 本 金
自 己 資 本 金

未 払 金
前 受 金
引 当 金

引 当 金 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

資 本 金 合 計

剰 余 金
資 本 剰 余 金

資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

自 己 資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
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注記  

 

１  重要な会計方針  

 ⑴  資産の評価基準及び評価方法  

  ア  有価証券の評価基準及び評価方法  

    満期保有目的債券のため、評価しない。  

  イ  たな卸資産の評価基準及び評価方法  

    たな卸資産は事業用の材料で、重要性に乏しいので、低価法

によらず先入先出法とする。  

 ⑵  固定資産の減価償却の方法  

  ア  有形固定資産（リース資産を除く。）  

   (ア) 減価償却の方法     定額法による。（ただし、量水器

については取替法による。）  

(イ) 主な耐用年数  

建物          50年  

  構築物         40年  

  機械及び装置      ８～ 15年  

  車両運搬具       ４年  

  工具、器具及び備品   ８～ 15年  

  イ  無形固定資産（リース資産を除く。）  

   (ア) 減価償却の方法     定額法による。  

(イ) 主な耐用年数  

  県水受水施設利用権   15年  

 ⑶  引当金の計上方法  

  ア  退職給付引当金  

    職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職

手当の要支給額から、兵庫県市町村職員退職手当組合における

積立金相当額を控除した金額を計上している。  

  イ  賞与引当金  

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末

における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上

している。  

  ウ  法定福利費引当金  

    職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担

に属する額を計上している。  

  エ  貸倒引当金  

    債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
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別に回収可能性の検討により、回収不能見込額を計上している。  

 ⑷  消費税及び地方消費税の会計処理  

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。  

 

２  予定貸借対照表等関連  

 ⑴  企業債の償還に係る他会計の負担  

   貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から  

  起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が  

  負担すると見込まれる額は 14,582千円である。  

 ⑵  引当金の取崩し  

  ア  退職給付引当金の取崩し  

令和３年度において、退職手当を支給するため取り崩すと見

込まれる退職給付引当金の額は０円である。  

  イ  賞与引当金の取崩し  

令和３年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため

取り崩すと見込まれる賞与引当金の額は  2,457千円である。  

  ウ  法定福利費引当金の取崩し  

令和３年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利

費を支出するため取り崩すと見込まれる法定福利費引当金の額

は  518千円である。  

  エ  貸倒引当金の取崩し  

令和３年度において、債権の不納欠損による損失に充てるた  

め取り崩すと見込まれる貸倒引当金の額は  1,053千円である。  

 

３  セグメント情報の開示  

 ⑴  報告セグメントの概要  

  西脇市水道事業では、西脇地区水道事業及び黒田庄地区水道事

業を報告セグメントとしている。  

  報告セグメントは、西脇市水道事業の構成単位のうち分離され

た財務情報が入手可能であり、予算の策定及び業績を評価するた

めに、定期的に議会に報告される対象となっている。  

  なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりで

ある。  

事  業  区  分  事  業  の  内  容  

西脇地区水道事業  
黒田庄地区以外における、水道水を供給

する業務  

黒田庄地区水道事業  
黒田庄地区における、水道水を供給する

業務  

-27-



 

⑵  報告セグメントごとの営業収益等  

 令和３年度予定（令和３年４月１日から令和４年３月 31日まで）  

（単位  千円）  

 西 脇 地 区

水 道 事 業

黒 田 庄 地 区

水 道 事 業
合    計  

営業収益  710,083 122,306 832,389

営業費用  915,533 155,442 1,070,975

営業損益  △ 205,450 △ 33,136 △ 238,586

経常損益  △ 11,232 2,299 △ 8,933

セグメント資産  10,764,278 2,550,172 13,314,450

セグメント負債  5,253,133 1,491,955 6,745,088

（その他の項目）  

 他会計負担金  

 減価償却費  

 受取利息  

 支払利息  

 特別利益  

 特別損失  

  うち減損損失  

 有形固定資産及び無  

 形固定資産の増加額  

5,628

486,023

2,162

22,425

21

1,387

0

306,304

799

87,351

2

9,824

3

386

0

8,143

6,427

573,374

2,164

32,249

24

1,773

0

314,447
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